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平成 30 年 5 月 9 日

各 位

会 社 名  株式会社オカムラ

代表者名  代表取締役社長   中村 雅行

（コード番号 7994  東証第一部）

問合せ先  専務取締役管理本部長 佐藤 潔

 （TEL．045-319-3447）

当社株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の更新について

当社は、平成 27 年 5 月 8 日開催の取締役会決議により、株主の皆様のご承認を条件とし

て、当社株式の大量取得行為に関する対応策の更新を決議し、同年 6 月 26 日開催の当社第

80 期事業年度に係る当社定時株主総会において株主の皆様のご承認を頂きました（以下、

更新後のプランを「旧プラン」といいます。）。旧プランの有効期間は、上記定時株主総会

終了後 3 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとされているため、旧プランは、平成 30 年 6 月 28 日開催予定の当社第 83 期事業年度に

係る当社定時株主総会（以下「本定時株主総会」といいます。）の終結の時をもって有効期

間が満了することになります。

この旧プランの有効期間満了に先立ち、当社は、平成 30 年 5 月 9 日開催の当社取締役会

において、本定時株主総会において株主の皆様のご承認を頂くことを条件として、当社の

財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（会社法施行規則第 118

条第 3 号に規定されるものをいい、以下「基本方針」といいます。）に照らして不適切な者

によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（会

社法施行規則第 118 条第 3 号ロ）として、旧プランの一部を改定した上で、更新すること（以

下かかる更新後の当社株式の大量取得行為に関する対応策を「本プラン」といいます。）と

いたしましたので、以下のとおり、お知らせいたします。なお、上記取締役会においては、

社外取締役 3 名を含む全取締役が出席し、本プランの導入につき、出席取締役の全員一致

で承認可決がなされております。また、社外監査役を含めた監査役全員が出席し、本プラ

ンの導入に異議がない旨の意見を述べております。

なお、本プランにおける旧プランからの実質的な変更点はございません。

一 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の財務及び事業の内

容や当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同
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の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくことを可能とする者である必要がある

と考えています。

当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株

主全体の意思に基づいて行われるべきものと考えております。また、当社は、当社株式

の大量買付であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれば、

これを否定するものではありません。

しかしながら、株式の大量買付の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の

利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれが

あるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量買付の内容等について検討しあるい

は対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、

対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・

交渉を必要とするもの等、対象会社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないもの

も少なくありません。

また、当社が質の高い製品およびサービスの供給を継続し、企業価値・株主共同の利

益を確保・向上させるためには、①技術者達が人的つながりを基礎として協力しつつも

互いに切磋琢磨する企業文化を維持すること、②製品開発力の基礎である技術者やお客

様のニーズにあった空間の提案ができるデザイナーや営業担当者等の人的資産を中長期

的視点で育成し、優良な顧客基盤を維持・拡大すること、③外部のデザイナーや仕入れ・

販売等について業務提携を行っている国内外の事業パートナー等との信頼関係を維持し

ていくこと、④当社グループの事業分野・人的ネットワークのシナジーによる総合力を

最大限発揮していくこと等に重点を置いた経営が必要不可欠です。

当社株式の大量買付を行う者が、当社の財務及び事業の内容を理解するのは勿論のこ

と、こうした当社の企業価値の源泉を理解した上で、これらを中長期的に確保し、向上

させることができなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されること

になります。また、外部者である買収者からの大量買付の提案を受けた際に、株主の皆

様が最善の選択を行うためには、当社の企業価値を構成する有形無形の要素を適切に把

握するとともに、買収者の属性、大量買付の目的、買収者の当社の事業や経営について

の意向、既存株主との利益相反を回避する方法、従業員その他のステークホルダーに対

する対応方針等の買収者の情報も把握した上で、大量買付が当社の企業価値や株主共同

の利益に及ぼす影響を判断する必要があり、かかる情報が明らかにされないまま大量買

付が強行される場合には、当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損される可能性

があります。

当社は、このような当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さない大量買付を行

う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切であり、このよう

な者による大量買付に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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二 当社の企業価値の源泉及び基本方針の実現に資する特別な取組み

(1) 当社の企業価値ひいては株主共同の利益向上の取り組みについて

当社は昭和 20 年、創業者を中心に設立の主旨に賛同した人たちが、資金、技術、労

働力を提供し合って「協同の工業・岡村製作所」としてスタートを切りました。その

創業の精神は、「創造、協力、節約、貯蓄、奉仕」の 5 つの言葉からなる社是と、これ

を受けた「基本方針」により企業文化として定着し、現在のオカムラグループの経営

と事業活動に受け継がれ、「よい品は結局おトクです」をモットーに、お客様のニーズ

を的確にとらえたクオリティの高い製品とサービスを社会に提供することに努めてお

ります。今後も以下に述べる諸施策を通じて、競合他社との差別化を実現するととも

に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上を図ってまいります。

(a) 開発力の強化

当社は、市場動向を的確にとらえ、かつ質の高い製品を開発し続けることが必要

であると考えております。そのためには、高度な開発力を持つ技術者の存在が必

要不可欠であり、かかる人材の育成・獲得のため、研修体制の整備等に中長期的

な観点から取り組むとともに、これまでに蓄積してきた当社の知識やノウハウを

最大限に生かすことのできる体制の構築に努めております。また、技術者達が協

力し合いながらも互いに切磋琢磨し合う企業文化のもと、個々の技術者及びデザ

イナーの知識やノウハウを結集して研究開発活動を継続することにより、オリジ

ナリティ溢れるクリエイティブな製品開発力を維持・強化しております。更に、

当社は、外部のデザイナーとの連携や海外企業との技術提携も積極的に行ってお

り、かかる外部のデザイナー等との協力関係を維持することにより、幅広い製品

づくりが可能になっていると考えております。

(b) 製造力の強化

当社は、高品質な製品を効率的に製造するため、独自の生産方式（Okamura 

Production System）に基づき当社グループ工場において製造を行っております。こ

の製造の場面においても、当社の創業以来の知識及びノウハウが活かされており、

製品開発から製造、販売、製品の納入に至るまで一貫して当社で行うことにより、

高品質な製品を低コストで製造することが可能となっております。また、環境長

期ビジョン「GREENWAVE2020」を策定し、製造過程における環境への配慮及び

環境配慮型製品の開発も推進しております。

(c) 販売力の強化

当社の販売力を強化するためには、お客様のニーズを的確に把握し、お客様にと
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って最適な空間を提案することのできる人材が必要です。そのため、当社は、製

品開発の技術者と同様、中長期的な観点から人材の育成に努めるとともに、各事

業が連携し、各事業部門のノウハウを生かしながら顧客に対して様々なサービス

や製品を総合的に提供することによって、優良な顧客基盤を維持しております。

(d) 中長期の成長を目指した企業価値向上の取組み

①競争力の向上 

市場の変化や多様化する顧客ニーズを捉えた特徴あるソリューション提案と

高付加価値製品の展開により、他社との差別化を図り、販売価格の改善と利益率

向上に努めてまいります。生産においては、更なる生産性向上に向けた自働化を

推進、また調達力の強化とサプライチェーンの見直しを同時に推し進めます。こ

れらを支えるすべての業務において、効率化に向けた見直しを行ない、より高度

な仕組みや情報インフラの整備を進め、市場競争力の向上に努めてまいります。 

②国内事業基盤の強化 

各事業の顧客市場における省力化や生産性向上の取り組みを捉え、これに寄与

する提案力と製品開発の強化を図ってまいります。また、各事業間の連携強化や

アライアンス、M＆A の推進などにより、各事業領域の拡大に努めてまいります。

オフィス環境事業においては、主力の民間オフィス市場はもとより、病院･福祉施

設、教育施設、研究施設、官公庁･自治体などのオフィス周辺市場の需要開拓に注

力します。また、商環境事業においては、変革する小売店舗に対応した「少し先

行く」製品の開発強化に努めてまいります。物流機器事業においては、市場の自

動化ニーズは高く多様化しており、インテグレーション型への転換により競争力

を高めてまいります。 

③グローバル化による市場拡大 

海外事業基盤確立のため、海外、とりわけ東南アジアにおける販売拠点の整備

や代理店の獲得による販売ネットワークの拡大に取り組むとともに、各種展示会

への積極的な出展により、オカムラブランドの一層の浸透に努めてまいります。

また、これまで注力してきたハイエンド市場の更なる深耕に加え、成長著しい新

興市場の開拓も推進してまいります。 

(2) コーポレート・ガバナンスの強化

当社は、株主の皆様に対する経営陣の責任の所在を明確化するため、取締役の任期

を 1 年としております。また社外取締役を 3 名選任しております。さらに、監査役 4

名のうち、2 名は社外監査役です。これら社外取締役と社外監査役が取締役会等重要
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な会議に常時出席し、取締役の業務執行を十分に監視できる体制となっておりコーポ

レート・ガバナンス体制の強化に努めております。

三 本プランの目的及び概要

1. 本プランの目的

本プランは、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させることを

目的として、上記一に記載した基本方針に沿って更新されるものです。

当社取締役会は、基本方針に定めるとおり、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益に資さない当社株券等の大量買付を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を

支配する者として不適切であると考えています。本プランは、こうした不適切な者に

よって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止し、当社の企業価

値・株主共同の利益に反する大量買付を抑止するとともに、大量買付が行われる際に、

当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がかかる大量

買付に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の

皆様のために交渉を行うこと等を可能とすることを目的としております。

なお、平成 30 年 3 月 31 日時点における当社の大株主の状況は、別紙 1 のとおりで

す。また、現時点において、当社が特定の第三者から当社株式の大量取得を行う旨の

提案を受けている事実はありません。

2. 本プランの概要

本プランは、当社株券等1の 20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に

事前の情報提供を求める等、上記の目的を実現するために必要な手続を定めておりま

す。

買収者は、本プランに係る手続に従い、当社取締役会又は当社株主総会において本

プランを発動しない旨が決定された場合に、当該決定時以降に限り当社株券等の大量

買付を行うことができるものとされています。

買収者が本プランに定められた手続に従わない場合や当社株券等の大量買付が当社

の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損するおそれがある場合等で、本プラン所定

の発動要件を満たす場合には、当社は、買収者等による権利行使は原則として認めら

れないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約

権を取得できる旨の取得条項が付された新株予約権に係る新株予約権無償割当て等

を実施します。本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当

社による取得に伴って買収者以外の株主の皆様に当社株式が交付された場合には、買

1 当社は、2009 年 1 月 5 日に株券電子化が実施されたことに伴い株券不発行会社となっていますが、本プ

ランにおいては、金融商品取引法の規定に準拠した記載をすることが明確性・客観性に資するという観点

から、適宜、同法の規定に準拠して「株券等」の用語を使用しています。
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収者の有する当社の議決権割合は、最大約 50%まで希釈化される可能性があります。

当社は、本プランに従った新株予約権の無償割当て等の実施、不実施又は取得等の

判断については、取締役の恣意的判断を排するため、独立委員会を設置し、独立委員

会規則（その概要については別紙 2 のとおりです。）に従い、当社経営陣から独立し

た当社社外取締役等のみから構成される独立委員会（本プラン導入当初に予定されて

いる独立委員会の委員は、別紙 3「独立委員会委員略歴」のとおりです。）において、

その判断を経るものとしております。また、当社取締役会は、これに加えて、本プラ

ン所定の場合には、株主総会を招集し、株主の皆様の意思を確認することがあります。

こうした手続の過程については、適宜株主の皆様に対して情報開示がなされ、その

透明性を確保することとしております。

3. 本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方

針の決定が支配されることを防止するための取組み）

(1) 本プランの発動に係る手続

(a) 対象となる買付等

本プランは、下記①又は②に該当する当社株券等の買付その他の取得若しくはこ

れらに類似する行為又はこれらの提案2（当社取締役会が本プランを適用しない旨

別途決定したものを除くものとし、以下「買付等」といいます。）がなされる場合

を適用対象とします。

記

① 当社が発行者である株券等3について、保有者4の株券等保有割合5が 20%以上

となる買付その他の取得

② 当社が発行者である株券等6について、公開買付け7を行う者の株券等所有割合
8及びその特別関係者9の株券等所有割合の合計が 20%以上となる公開買付け

買付等を行おうとする者（以下「買付者等」といいます。）は、予め本プランに

定められる手続に従うものとし、本プランに従い当社取締役会において本新株予

2 第三者に対して買付等を勧誘する行為を含みます。
3 金融商品取引法第 27 条の 23 第 1 項に定義されます。本書において別段の定めがない限り同じとします。
4 金融商品取引法第 27 条の 23 第 3 項に基づき保有者に含まれる者を含みます（当社取締役会がこれに該

当すると認めた者を含みます。）。本書において同じとします。
5 金融商品取引法第 27 条の 23 第 4 項に定義されます。本書において同じとします。
6 金融商品取引法第 27 条の 2 第 1 項に定義されます。
7 金融商品取引法第 27 条の 2 第 6 項に定義されます。本書において同じとします。
8 金融商品取引法第 27 条の 2 第 8 項に定義されます。本書において同じとします。
9 金融商品取引法第 27 条の 2 第 7 項に定義されます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みま

す。）。但し、同項第 1 号に掲げる者については、発行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関す

る内閣府令第 3 条第 2 項で定める者を除きます。本書において同じとします。
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約権の無償割当て等の対抗措置の不実施に関する決議が行われるまでの間、買付

等を実行してはならないものとします。

(b) 意向表明書の提出

買付者等は、買付等の開始又は実行に先立ち、別途当社の定める書式により、本

プランの手続を遵守する旨の誓約文言（条件又は留保等が付されていないものとし

ます。）等を含む法的拘束力のある書面（買付者等の代表者による署名又は記名捺

印のなされたもの）及び当該署名又は捺印を行った代表者の資格証明書（以下、こ

れらをあわせて「意向表明書」といいます。）を当社に対して提出していただきま

す。意向表明書には、買付者等の氏名又は名称、住所又は本店、事務所等の所在地、

設立準拠法、代表者の氏名、日本国内における連絡先及び企図されている買付等の

概要等を明示していただきます。なお、意向表明書及び下記(c)に定める買付説明

書その他買付者等が当社又は独立委員会に提出する資料における使用言語は日本

語に限ります。

(c) 買付者等に対する情報提供の要求

当社は、意向表明書を受領した日から 10 営業日以内に、買付説明書（以下に定

義されます。）の様式（買付者等が当社に提供すべき情報のリストを含みます。）

を買付者等に対して交付いたします。買付者等には、当社が交付した様式に従い、

下記の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます。）等を記載した書面（以

下「買付説明書」といいます。）を当社取締役会に対して提出して頂きます。

当社取締役会は、買付説明書を受領した場合、速やかにこれを独立委員会（独立

委員会の委員の選任基準、決議要件、決議事項等については、別紙 2「独立委員会

規則の概要」、本プラン導入当初の独立委員会の委員の略歴等については、別紙 3

「独立委員会委員略歴」に記載のとおりです。）に送付します。当社取締役会及び

独立委員会は、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判

断した場合には、買付者等に対し、適宜回答期限を定めた上、追加的に情報を提

供するよう求めることがあります。この場合、買付者等においては、当該期限ま

でに、かかる情報を追加的に提供して頂きます。

記

① 買付者等及びそのグループ（共同保有者10、特別関係者及び買付者等を被支配

法人等11とする者の特別関係者を含みます。）の詳細（名称、資本関係、財務

内容、経営成績、過去の法令違反等の有無及び内容、当該買付者等による買

10 金融商品取引法第 27 条の 23 第 5 項に規定される共同保有者をいい、同条第 6 項に基づき共同保有者と

みなされる者を含みます（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）。本書において同じと

します。
11 金融商品取引法施行令第 9 条第 5 項に定義されます。
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付等と同種の過去の取引の詳細等を含みます。）12

② 買付等の目的、方法及び具体的内容（対価の価額・種類、時期、関連する取

引の仕組み、方法の適法性、実現可能性等を含みます。）

③ 買付等の価額及びその算定根拠

④ 買付者等と第三者との間の当社の株券等に関する合意、並びに買付者等によ

る当社の株券等の過去における取得に関する情報

⑤ 買付等の資金の裏付け（買付等の資金の提供者（実質的提供者を含みます。）

の具体的名称、調達方法、関連する取引の内容等を含みます。）

⑥ 買付等に関して第三者との間における意思連絡の有無及びその内容

⑦ 買付等の後における当社グループの経営方針、事業計画、資本政策及び配当

政策

⑧ 当社の株主（買付者等を除く。）、従業員、取引先、顧客等の利害関係者に対

する対応方針

⑨ 当社の企業文化についての考え方

⑩ 反社会的勢力との関係に関する情報

⑪ その他当社取締役会又は独立委員会等が合理的に必要と判断する情報

(d) 買付等の内容の検討・買付者等との交渉・代替案の検討

① 当社取締役会に対する情報提供の要求

独立委員会は、買付者等から買付説明書その他の情報（追加的に提供を要求

したものも含みます。）を受領した場合、下記②の独立委員会の検討期間内にお

いて、当社取締役会に対しても、適宜回答期限（原則として 60 日を上限としま

す。）を定めた上、買付者等の買付等の内容に対する意見（留保する旨の意見を

含むものとします。以下同じとします。）及びその根拠資料、代替案（もしあれ

ば）その他独立委員会が適宜必要と認める情報を提供するよう要求することが

できます。

② 独立委員会による検討等

独立委員会は、買付者等から買付説明書その他の情報（追加的に提供を要求

したものも含みます。）を受領した場合、上記①の当社取締役会による情報提供

と並行しつつ、適切な期間（独立委員会が買付者等に追加的に提出を求めた情

報を含め、買付者等により十分な情報が開示されてから 90 日間を超えないもの

とします。但し、下記(e)③に記載する場合等には、独立委員会は当該期間を延

長することができるものとします。）（以下「独立委員会検討期間」といいます。）、

買付等の内容の検討、買付者等と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関す

12 買付者等がファンドの場合は、各組合員その他の構成員について①に準じた情報を含みます。
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る情報収集・比較検討、及び当社取締役会の提供する代替案の検討等を行いま

す。また、独立委員会は、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上という観点から当該買付等の内容を改善させるために必要であれば、直接又

は間接に、当該買付者等と協議・交渉等を行うものとします。独立委員会の判

断が当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するようになされることを確

保するために、独立委員会は、当社の費用で専門家（ファイナンシャル・アド

バイザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含

みます。）の助言を得ることができるものとします。

買付者等は、独立委員会が、直接又は間接に、検討資料その他の情報提供、

協議・交渉等を求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものと

します。

(e) 独立委員会の勧告

独立委員会は、上記の手続を踏まえて、以下のとおり当社取締役会に対する勧告

等を行うものとします。

① 本プランの発動を勧告する場合等

独立委員会は、買付等について、下記(2)「本新株予約権の無償割当て等の要

件」において定められる発動事由（以下「発動事由」と総称します。）が存する

と判断した場合、引き続き買付者等より情報提供や買付者等との間で協議・交

渉等を行う必要がある等の特段の事情がある場合を除き、当社取締役会に対し

て、新株予約権（その主な内容は別紙 4「本新株予約権の無償割当ての概要」

に定めるとおりとし、以下かかる新株予約権を「本新株予約権」といいます。）

の無償割当てその他の法令及び当社定款の下でとりうる手段を実施すべき旨の

勧告を行います。なお、独立委員会は、ある買付等について下記(2)「本新株予

約権の無償割当て等の要件」に定める発動事由のうち発動事由その 2（以下「発

動事由その 2」といいます。）の該当可能性が問題となっている場合には、予め

当該実施に関して株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができるもの

とします。

上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当ての実施

の勧告をした後も、以下のいずれかの事由に該当すると判断した場合には、本

新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおいては本新株

予約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力発生日以

降本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権を無償

にて取得すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。

(i) 当該勧告後に買付者等が買付等を撤回した場合その他買付等が存しな

くなった場合
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(ii) 当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生じる等の理由に

より、発動事由が存しなくなった場合

上記のほか、独立委員会は、買付け等について、当社の企業価値ひいては株

主共同の利益を害するおそれがある場合、その理由を付して、株主総会を開催

し買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行うこと等を勧告することもで

きるものとします。

② 本プランの不発動を勧告する場合

独立委員会は、買付等について発動事由が存しないと判断した場合、独立委

員会検討期間の終了の有無を問わず、当社取締役会に対して、本新株予約権の

無償割当て等を実施すべきでない旨の勧告を行います。

上記にもかかわらず、独立委員会は、一旦本新株予約権の無償割当て等の不

実施の勧告をした後も、当該勧告の判断の前提となった事実関係等に変動が生

じ、発動事由が存することとなった場合には、本新株予約権の無償割当て等を

実施すべき旨の新たな勧告を行うことができるものとします。

③ 独立委員会検討期間の延長を行う場合

独立委員会が、当初の独立委員会検討期間中に、本新株予約権の無償割当て

等の実施又は不実施の勧告を行うに至らない場合には、独立委員会は、買付者

等の買付等の内容の検討・代替案の検討・買付者等との協議・交渉等に必要と

される合理的な範囲内（但し、原則として、延長前の独立委員会検討期間の終

了の日から 30 日間を上限とするものとします。）で、独立委員会検討期間を一

ないし複数回延長することができるものとします。独立委員会検討期間が延長

された場合、独立委員会は、引き続き、情報収集、検討、協議・交渉等を行う

ものとし、延長期間内に本新株予約権の無償割当て等の実施又は不実施の勧告

を行うよう最大限努めるものとします。

(f) 取締役会の決議

当社取締役会は、独立委員会により上記勧告がなされた場合、当該勧告を最大限

尊重して、本新株予約権の無償割当て等の実施又は不実施等に関する会社法上の

機関としての決議を行うものとします。但し、次の(g)に基づき株主意思確認総会

を開催する場合には、当社取締役会は、株主意思確認総会の決議に従うものとし

ます。

(g) 株主意思確認総会の開催

当社取締役会は、(i)上記(e)①に従い、独立委員会において、本新株予約権の無
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償割当て等の実施に際して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付した場合、若

しくは買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行うことを勧告した場合、又

は(ii)ある買付等について発動事由その2の該当可能性が問題となっており、かつ、

取締役会が、株主総会の開催に要する時間等を勘案した上で、善管注意義務に照

らし、株主意思を確認することが適切と判断する場合には、株主総会（以下「株

主意思確認総会」といいます。）を招集し、株主の皆様の意思を確認することがで

きるものとします。

(h) 情報開示

当社は、本プランの運用に際しては、適用ある法令又は金融商品取引所の規程・

規則等に従い、本プランの各手続の進捗状況（意向表明書・買付説明書が提出さ

れた事実、独立委員会検討期間が開始した事実、及び、独立委員会検討期間の延

長が行われた事実、その期間及び理由を含みます。）、独立委員会による勧告等の

概要、当社取締役会の決議の概要、株主意思確認総会の決議の概要、その他独立

委員会又は当社取締役会が適切と考える事項について、適時に情報開示を行いま

す。

(2) 本新株予約権の無償割当て等の要件

本プランの発動として本新株予約権の無償割当てを実施するための要件は、下記

のとおりです。なお、上記(1)「本プランの発動に係る手続」(e)のとおり、下記の要

件の該当性については、必ず独立委員会の勧告を経て決定されることになります。

記

発動事由その 1 

本プランに定められた手続に従わない買付等であり（買付等の内容を判断するため

に合理的に必要とされる時間や情報の提供がなされない場合を含みます。）、かつ本

新株予約権の無償割当てを実施することが相当である場合

発動事由その 2 

下記の要件のいずれかに該当し、かつ本新株予約権の無償割当てを実施することが

相当である場合

(a) 下記に掲げる行為等により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する

明白な侵害をもたらすおそれのある買付等である場合

(ア)株券等を買い占め、その株券等について当社又は当社関係者等に対して高値

で買取りを要求する行為
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(イ)当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等当

社の犠牲の下に買付者等の利益を実現する経営を行うような行為

(ウ)当社の資産を買付者等やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として

流用する行為

(エ)当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産

等を処分させ、その処分利益をもって、一時的な高配当をさせるか、一時的

高配当による株価の急上昇の機会をねらって高値で売り抜ける行為

(b) 強圧的二段階買付（最初の買付で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目

の買付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式買

付を行うことをいいます。）等、株主に株式の売却を事実上強要するおそれの

ある買付等である場合

(c) 買付等の条件（対価の価額・種類、時期、方法の適法性、実現可能性、買付等

の後における当社の他の株主、従業員、顧客、取引先その他の当社に係る利害

関係者に対する方針等を含みます。）が当社の本源的価値に鑑み不十分又は不

適当な買付等である場合

(d) 当社の企業価値を生み出す上で必要不可欠な当社の従業員、顧客、取引先等と

の関係又は当社の企業文化を損なうこと等により、当社の企業価値又は株主共

同の利益に反する重大なおそれをもたらす買付等である場合

上記のほか、当社は、上記の各発動事由に準じる要件が充足され、かつ、相当性

を有する場合には、本プランの発動として法令及び当社定款の下でとりうる合理的

な手段を講じることがあります。この場合も、上記(1)「本プランの発動に係る手続」

(e)のとおり、必ず独立委員会の勧告を経て決定されることになります。

(3) 本新株予約権の無償割当ての概要

本プランに基づき実施する予定の本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙 4 の

とおりです。

(4) 本プランの導入手続

本プランの導入については、当社定款第 11 条の規定に基づき、本プランに記載し

た条件に従った本新株予約権の無償割当てに関する事項を決定する権限の当社取締
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役会に対する委任について、本定時株主総会において株主の皆様のご承認をいただ

くことを条件とします。

(5) 本プランの有効期間、廃止及び変更

本プランの有効期間（以下「有効期間」といいます。）は、本定時株主総会終結後

3 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時ま

でとします。

但し、有効期間の満了前であっても、①当社の株主総会において本プランに係る

本新株予約権の無償割当てに関する事項の決定についての取締役会への上記委任を

撤回する旨の決議が行われた場合、又は②当社取締役会において本プランを廃止す

る旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

また、当社取締役会は、本プランの有効期間中であっても、本プランに関する法

令、金融商品取引所の規程・規則等の新設又は改廃が行われ、かかる新設又は改廃

を反映することが適切である場合、誤字脱字等の理由により字句の修正を行うのが

適切である場合、又は当社株主に不利益を与えない場合等本定時株主総会の決議に

よる委任の趣旨に反しない場合には、独立委員会の承認を得た上で、本プランを修

正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止、修正又は変更された場合には、当該廃止、修正又は変

更の事実及び（修正・変更の場合には）修正・変更の内容その他の事項について、

情報開示を速やかに行います。

(6) 法令の改正等による修正

本プランで引用する法令の規定は、平成 30年 5月 9日現在施行されている規定を

前提としているものであり、同日以後、法令の新設又は改廃により、上記各項に定

める条項ないし用語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当該新設又は

改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な

範囲内で読み替えることができるものとします。

4. 株主及び投資家の皆様への影響

(1) 本プランの導入にあたって株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの導入にあたっては、株主総会決議に基づき、本新株予約権に関する新

株予約権無償割当ての決定権限を取締役会に対して委任していただいているに過ぎ

ず、本新株予約権の無償割当て自体は行われませんので、株主及び投資家の皆様に

直接具体的な影響が生じることはありません。
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(2) 本新株予約権の無償割当て時に株主及び投資家の皆様に与える影響

(i) 本新株予約権の無償割当ての手続

当社取締役会又は当社株主総会において、本新株予約権の無償割当てに関する

取締役会決議又は株主総会決議（以下「本新株予約権無償割当て決議」といいま

す。）を行った場合には、当該決議において割当期日を定め、これを公告いたしま

す。この場合、割当期日における当社の株主名簿に記録された株主の皆様（以下

「割当対象株主」といいます。）に対し、その有する当社株式 1株につき 1個の本

新株予約権が無償にて割り当てられます。なお、割当対象株主の皆様は、本新株

予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に本新株予約権に係る新株予約

権者となるため、申込の手続等は不要です。

なお、一旦本新株予約権無償割当て決議がなされた場合であっても、当社は、

上記 3.(1)「本プランの発動に係る手続」(e)①に記載した独立委員会の勧告を最大

限尊重し、本新株予約権の無償割当てに係る権利落ち日の前々営業日までにおい

ては本新株予約権の無償割当てを中止し、又は本新株予約権の無償割当ての効力

発生日以降本新株予約権の行使期間の開始日の前日までにおいては本新株予約権

を無償にて取得する場合があります。これらの場合には、当社株式 1 株当たりの

価値の希釈化は生じませんので、こうした希釈化が生じることを前提に売買を行

った投資家の皆様は、株価の変動により相応の損害を被る可能性があります。

(ii) 本新株予約権の行使の手続

当社は、割当対象株主の皆様に対し、原則として、本新株予約権の行使に際し

てご提出いただく書面（行使に係る本新株予約権の内容及び数、本新株予約権を

行使する日等の必要事項並びに株主の皆様ご自身が本新株予約権の行使条件を充

足すること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言、並びに、当

社株式の割当対象株主の皆様の口座への振替に必要な情報を含む当社所定の書式

によるものとします。）その他の書類を送付いたします。本新株予約権の無償割当

て後、株主の皆様においては、本新株予約権の行使期間内に、これらの必要書類

を提出した上、原則として、本新株予約権 1個当たり 1円を下限とし、当社株式

1 株の時価の 2 分の 1 の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当

て決議において定める行使価額に相当する金銭を所定の方法により払い込むこと

により、1 個の本新株予約権につき原則として 1 株の当社株式が発行されること

になります。なお、別紙 4「本新株予約権の無償割当ての概要」(g)に定める非適

格者による本新株予約権の行使に関しては、同(g)の趣旨に従って、別途当社が定

めるところに従うものとします。

仮に、株主の皆様が、こうした本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の

払込を行わなければ、他の株主の皆様による本新株予約権の行使により、その保
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有する当社株式が希釈化することになります。

但し、当社は、下記(iii)に記載するところに従って非適格者以外の株主の皆様か

ら本新株予約権を取得し、それと引換えに当社株式を交付することがあります。

当社がかかる取得の手続を取った場合、非適格者以外の株主の皆様は、原則とし

て、本新株予約権の行使及び行使価額相当の金銭の払込をせずに当社株式等を受

領することとなり、その保有する当社株式の希釈化は原則として生じません。

(iii) 当社による本新株予約権の取得の手続

当社は、当社取締役会が本新株予約権を取得する旨の決定をした場合、法定の

手続に従い、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、原則として、非適

格者以外の株主の皆様から本新株予約権を取得し、これと引換えに当社株式を交

付することがあります。この場合、かかる株主の皆様は、行使価額相当の金銭を

払い込むことなく、当社による当該本新株予約権の取得の対価として、1 個の本

新株予約権につき原則として 1 株の当社株式を受領することになります。但し、

この場合、かかる株主の皆様には、別途、当社株式の割当対象株主の皆様の口座

への振替に必要な情報をご提供いただくほか、ご自身が非適格者でないこと等に

ついての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社所定の書式による

誓約書をご提出いただくことがあります。

なお、本新株予約権無償割当て決議において、非適格者からの本新株予約権の

取得、その他取得に関する事項について規定される場合には、当社は、かかる規

定に従った措置を講じることがあります。

上記のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法の詳細につき

ましては、本新株予約権無償割当て決議において決定された後、株主の皆様に対

して情報開示又は通知いたしますので、当該内容をご確認下さい。

四 本プランの合理性

(1) 企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上

本プランは、基本方針に基づき、当社株券等に対する買付等がなされた際に、当

該買付等に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替

案を提案するために必要な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために買付者等

と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値ひいては株主共同の

利益を確保することを目的として導入されるものです。

(2) 買収防衛策に関する指針等の要件の充足

本プランは、経済産業省及び法務省が平成 17 年 5 月 27 日に発表した企業価値・株
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主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針の定める三原則（①

企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③

必要性・相当性の原則）を全て充足しています。

(3) 株主意思の重視

本プランは、当社の本定時株主総会において本プランに係る委任決議がなされる

ことにより導入されます。

また、当社取締役会は、一定の場合に、本プランの発動の是非について、株主意

思確認総会において株主の皆様の意思を確認することとされています。

さらに、本プランには、有効期間を約 3 年間とするいわゆるサンセット条項が付

されており、かつ、その有効期間の満了前であっても、当社株主総会において上記

の委任決議を撤回する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止さ

れることになります。その意味で、本プランの消長には、株主の皆様のご意向が反

映されることとなっております。

(4) 独立性を有する社外取締役等の判断の重視及び第三者専門家等の意見の取得

本プランの発動に際しては、独立性を有する社外取締役等のみから構成される独

立委員会による勧告を必ず経ることとされています。

さらに、独立委員会は、当社の費用において専門家等の助言を受けることができ

るものとされており、独立委員会による判断の公正さ・客観性がより強く担保され

る仕組みとなっております。

(5) 合理的な客観的要件の設定

本プランは、上記三 3.(1)「本プランの発動に係る手続」(e)及び上記三 3.(2)「本新

株予約権の無償割当て等の要件」に記載したとおり、合理的な客観的要件が充足さ

れなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動

を防止するための仕組みを確保しております。

(6) デッドハンド型やスローハンド型の買収防衛策ではないこと

本プランは、株券等を大量に買い付けた者の指名に基づき当社の株主総会におい

て選任された取締役で構成される取締役会により廃止することが可能であるため、

デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交替させてもなお、発動

を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社においては取締役の期差

任期制は採用されていないため、本プランは、スローハンド型買収防衛策（取締役

会の構成員の交替を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間

を要する買収防衛策）でもありません。
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以上

本書は、株式の大量取得行為に関する対応策（買収防衛策）の導入を一般的に公表す

るための文書であり、株主の皆様に対し、当社の定時株主総会における当社提案議案

につき、当社又は第三者にその議決権の行使を代理させることを勧誘するものではあ

りません。 
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別紙 1 

当社の大株主の状況

平成 30年 3月 31日現在の当社の大株主の状況は、以下のとおりであります。

平成 30年 3月 31日現在

氏名または名称 住所 
所有株式数 

(千株) 

発行済株式(自己株 

式を除く。)の総数 

に対する所有株式数

の割合（％） 

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番

11号 
11,151 10.11

三菱商事株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目

３番１号 
6,300 5.71

オカムラグループ従業員持株会 
横浜市西区北幸二丁目７番18

号 
6,032 5.47

明治安田生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内二丁目

１番１号 
5,437 4.93

新日鐵住金株式会社 
東京都千代田区丸の内二丁目

６番１号 
5,313 4.82

日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町二丁目11番

３号 
5,220 4.73

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 
東京都千代田区丸の内二丁目

７番１号 
4,805 4.36

三井住友海上火災保険株式会社 
東京都千代田区神田駿河台三

丁目９番地 
4,236 3.84

株式会社横浜銀行 
横浜市西区みなとみらい三丁

目１番１号 
4,076 3.69

オカムラ協力会持株会 
横浜市西区北幸一丁目４番１

号 
3,641 3.30

計 ― 56,216 50.95

（注）株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成 30 年４月１日付で「株式会社三菱ＵＦＪ銀行」

へ商号変更しております。 
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別紙 2 

独立委員会規則の概要

・ 独立委員会は当社取締役会の決議により設置される。

・ 独立委員会の委員は、3名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立し

ている、(i)当社社外取締役、(ii)当社社外監査役、又は(iii)社外の有識者のいず

れかに該当する者の中から、当社取締役会が選任する。但し、有識者は、実

績ある会社経営者、官庁出身者、投資銀行業務に精通する者、当社の事業に

精通する者、弁護士、公認会計士若しくは会社法等を主たる研究対象とする

研究者又はこれらに準ずる者でなければならず、また、別途当社取締役会が

指定する当該有識者の当社に対する善管注意義務条項等を含む契約を当社と

の間で締結した者でなければならない。

・ 独立委員会委員の任期は、本定時株主総会終結後 3 年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会の終結の時までとする。但し、当

社取締役会の決議により別段の定めをした場合はこの限りでない。また、当

社社外取締役又は当社社外監査役であった独立委員会委員が、取締役又は監

査役でなくなった場合（但し、再任された場合を除く。）には、独立委員会委

員としての任期も同時に終了するものとする。

・ 独立委員会は、以下の各号に記載される事項について決定し、その決定の内

容を、その理由を付して当社取締役会に対して勧告することができる。当社

取締役会は、この独立委員会の勧告を最大限尊重して、会社法上の機関とし

ての決定を行う（但し、株主意思確認総会を開催する場合には、当該株主総

会の決議に従う。）。なお、独立委員会の各委員及び当社各取締役は、こうし

た決定にあたっては、専ら当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資する

か否かの観点からこれを行うことを要し、自己又は当社の経営陣の個人的利

益を図ることを目的としてはならない。

① 本新株予約権の無償割当てその他の法令及び当社定款の下で取りうる手

段（以下「本新株予約権の無償割当て等」という。）の実施又は不実施

② 本新株予約権の無償割当ての中止又は本新株予約権の無償取得

③ 本プランの対象となる買付等への該当性の判断

④ 買付者等及び当社取締役会が独立委員会に提供すべき情報及びその回答

期限の決定

⑤ 買付者等の買付等の内容の精査・検討

⑥ 買付者等との協議・交渉

⑦ 当社取締役会に対する代替案の提出の要求・当社取締役会の提供する代
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替案の検討

⑧ 独立委員会検討期間の延長の決定

⑨ 本新株予約権の無償割当て等の実施に関する株主意思確認総会招集の要

否の判断

⑩ 本プランの修正又は変更に係る承認

⑪ 本プラン以外の買収防衛策の導入の是非の判断

⑫ その他本プランにおいて独立委員会が行うことができると定められた事

項

⑬ 当社取締役会が別途独立委員会に諮問し、又は別途独立委員会が行うこ

とができるものと定めた事項

・ 独立委員会は、必要な情報収集を行うため、当社の取締役、監査役、従業員

その他独立委員会が必要と認める者の出席を要求し、独立委員会が求める事

項に関する説明を求めることができる。

・ 独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者（ファイナンシャル・アドバ

イザー、公認会計士、弁護士、税理士、コンサルタントその他の専門家を含

む。）の助言を得ること等ができる。

・ 各独立委員会委員は、買付等がなされた場合その他いつでも独立委員会を招

集することができる。

・ 独立委員会の決議は、原則として、独立委員会委員のうち 3 分の 2 以上が出

席（テレビ会議又は電話会議による出席を含む。以下同じとする。）し、その

過半数をもってこれを行う。但し、やむを得ない事由があるときは、独立委

員会委員の過半数が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行うことが

できる。

以 上
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別紙 3 

独立委員会委員略歴

本プラン導入当初の独立委員会の委員は、以下の 4名を予定しております。

浅野 広視（あさの ひろみ）

〔略歴〕

昭和 25年 12月 13日生まれ

昭和 48年 4月 住友海上火災保険株式会社（現三井住友海上火災保険株式会社）入社

平成 13年 6月 住友海上火災保険株式会社取締役執行役員統合推進室長

平成 13年 10月 三井住友海上火災保険株式会社取締役執行役員経営企画部長

平成 16年 4月 三井住友海上火災保険株式会社常務取締役常務執行役員

平成 17年 4月 三井住友海上火災保険株式会社取締役常務執行役員

平成 18年 4月 三井住友海上火災保険株式会社取締役専務執行役員

平成 18年 10月 三井住友海上火災保険株式会社取締役専務執行役員商品本部長

平成 20年 4月 三井住友海上火災保険株式会社取締役専務執行役員兼

三井住友海上グループホールディングス株式会社取締役

平成 21年 4月 三井住友海上火災保険株式会社取締役副社長執行役員兼

三井住友海上グループホールディングス株式会社取締役

平成 22年 4月 三井住友海上火災保険株式会社副社長執行役員東京企業第二本部長兼

東京企画第二本部損害サポート・イノベーション本部長

平成 23年 4月 三井住友海上火災保険株式会社特別顧問

平成 23年 6月 社団法人日本損害保険協会専務理事

平成 26年 7月 MS&ADビジネスサポート株式会社代表取締役社長

平成 28年 6月 当社取締役（現在にいたる）

※浅野広視氏は、現在、当社の社外取締役であり、また、本定時株主総会で選任議案が承認可決された

場合には、当社の社外取締役として再任する予定です。なお、浅野広視氏は、東京証券取引所におい

て独立役員として届け出ております。 

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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伊藤 裕慶（いとう ひろよし）

〔略歴〕

昭和 26年 3月 12日生まれ

昭和 48年 4月 三菱地所株式会社入社

平成 11年 4月 三菱地所株式会社丸の内開発事業部ソフト事業推進室長

平成 14年 4月 三菱地所株式会社企画本部広報部長

平成 15年 4月 三菱地所株式会社執行役員企画管理本部広報部長

平成 17年 4月 三菱地所株式会社執行役員ビル事業本部ビル開発企画部長

平成 17年 6月 三菱地所株式会社常務執行役員ビル事業本部副本部長兼ビル開発企画部長

平成 19年 6月 三菱地所株式会社取締役常務執行役員

平成 21年 4月 三菱地所株式会社取締役専務執行役員

平成 21年 6月 三菱地所株式会社代表取締役専務執行役員

平成 25年 4月 三菱地所リアルエステートサービス株式会社代表取締役社長

平成 29年 6月 当社取締役（現在にいたる）

※伊藤裕慶氏は、現在、当社の社外取締役であり、また、本定時株主総会で選任議案が承認可決された

場合には、当社の社外取締役として再任する予定です。なお、伊藤裕慶氏は、東京証券取引所におい

て独立役員として届け出ております。 

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

鈴木 祐一（すずき ゆういち）

〔略歴〕

昭和 21年 9月 21日生まれ

昭和 51年 4月 東京地方検察庁検事

昭和 58年 4月 弁護士登録（現在にいたる）

昭和 60年 4月 東京経済法律事務所（現八重洲総合法律事務所）開設（現在にいたる）

平成 16年 6月 当社社外監査役（現在にいたる）

※鈴木祐一氏は、現在、当社の社外監査役であります。なお鈴木祐一氏は、東京証券取引所において独

立役員として届け出ております。

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
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岩本 繁（いわもと しげる）

〔略歴〕

昭和 16年 3月 31日生まれ

昭和 46年 10月 監査法人朝日会計社（現有限責任あずさ監査法人）入社

昭和 51年 3月 公認会計士登録（現在にいたる）

平成 4年 7月 監査法人朝日新和会計社（現有限責任あずさ監査法人）代表社員

平成 11年 5月 朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）理事長

平成 16年 5月 あずさ監査法人（現有限責任あずさ監査法人）会長

平成 17年 6月 あずさ監査法人 退社

平成 23年 6月 学校法人東京経済大学理事長

平成 23年 6月 当社補欠監査役

平成 27年 6月 当社社外監査役（現在にいたる）

※岩本繁氏は、現在、当社の社外監査役であります。なお岩本繁氏は、東京証券取引所において独立役

員として届け出ております。

※同氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

以 上
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別紙 4 

本新株予約権の無償割当ての概要

(a) 本新株予約権の数

本新株予約権無償割当て決議において別途定める割当期日における当社の最終の発行

済株式総数（但し、同時点において当社の有する当社株式の数を控除します。）と同数と

します。

(b) 割当対象株主

割当期日における当社の株主名簿に記録された当社以外の株主に対し、その有する当

社株式 1株につき本新株予約権 1個の割合で、本新株予約権を割り当てます。

(c) 本新株予約権の無償割当ての効力発生日

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日とします。

(d) 本新株予約権の目的である株式の数

本新株予約権 1 個の目的である当社株式の数（以下「対象株式数」といいます。）は、

原則として 1株とします。

(e) 本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の行使に際し

て出資される財産の当社株式 1 株当たりの価額は、1 円を下限とし当社株式 1 株の時価

の 2分の 1の金額を上限とする金額の範囲内で本新株予約権無償割当て決議において別

途定める価額とします。なお、「時価」とは、本新株予約権無償割当て決議に先立つ 90

日間（取引が成立しない日を除きます。）の東京証券取引所における当社普通株式の普通

取引の各日の終値の平均値（気配表示を含みます。）に相当する金額とし、1円未満の端

数は切り上げるものとします。

(f) 本新株予約権の行使期間

本新株予約権無償割当て決議において別途定める日を初日（以下、かかる行使期間の

初日を「行使期間開始日」といいます。）とし、原則として、1ヶ月間から 6ヶ月間まで

の範囲で本新株予約権無償割当て決議において別途定める期間とします。

(g) 本新株予約権の行使条件
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(Ⅰ)特定大量保有者13、(Ⅱ)特定大量保有者の共同保有者、(Ⅲ)特定大量買付者14、(Ⅳ)

特定大量買付者の特別関係者、若しくは(Ⅴ)上記(Ⅰ)ないし(Ⅳ)に該当する者から本新株

予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲り受け若しくは承継した者、又は、(Ⅵ)

上記(Ⅰ)ないし(Ⅴ)に該当する者の関連者15（以下、(Ⅰ)ないし(Ⅵ)に該当する者を「非適

格者」と総称します。）は、一定の例外事由16が存する場合を除き、本新株予約権を行使

することができません。

また、外国の適用法令上、本新株予約権の行使にあたり所定の手続が必要とされる非

居住者も、原則として本新株予約権を行使することができません（但し、非居住者の保

有する本新株予約権も、下記(i)項②のとおり、適用法令に従うことを条件として当社に

よる当社株式を対価とする取得の対象となります。）。さらに、本新株予約権の行使条件

を充足していること等についての表明保証条項、補償条項その他の誓約文言を含む当社

所定の書式による誓約書を提出しない者も、本新株予約権を行使することができません。

(h) 本新株予約権の譲渡

本新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要します。

13 原則として、当社が発行者である株券等の保有者で、当該株券等に係る株券等保有割合が 20%以上
である者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社

の株券等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認め

た者その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量保有

者に該当しないものとします。本書において同じとします。
14 原則として、公開買付けによって当社が発行者である株券等（金融商品取引法第 27条の 2第 1項に
定義されます。以下本脚注において同じとします。）の買付け等（同法第 27条の 2第 1項に定義されま
す。以下本脚注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるそ

の者の所有（これに準ずるものとして金融商品取引法施行令第 7条第 1項に定める場合を含みます。）
に係る株券等の株券等所有割合がその者の特別関係者の株券等所有割合と合計して 20%以上となる者
（当社取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）をいいます。但し、その者が当社の株券

等を取得・保有することが当社の企業価値又は株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者そ

の他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める所定の者は、特定大量買付者に該

当しないものとします。本書において同じとします。
15 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配

下にある者（当社取締役会がこれに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する

者として当社取締役会が認めた者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方

針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第 3条第 3項に定義されます。）をいいます。
16 具体的には、(x)買付者等が本新株予約権無償割当て決議後に買付等を中止若しくは撤回又は爾後買
付等を実施しないことを誓約するとともに、買付者等その他の非適格者が当社が認める証券会社に委託

をして当社株式を処分した場合で、かつ、(y)買付者等の株券等保有割合（但し、株券等保有割合の計算
に当たっては、買付者等やその共同保有者以外の非適格者についても当該買付者等の共同保有者とみな

して算定を行うものとし、また、非適格者の保有する本新株予約権のうち行使条件が充足されていない

ものは除外して算定するものとします。）として当社取締役会が認めた割合（以下「非適格者株券等保

有割合」といいます。）が、20％を下回っている場合は、当該処分を行った買付者等その他の非適格者
は、当該処分がなされた株式の数に相当する株式の数を目的とする本新株予約権につき、当該下回る割

合の範囲内で行使することができることなどが例外事由として定められることが予定されています。な

お、かかる非適格者による本新株予約権の行使の条件及び手続等の詳細については、別途当社取締役会

が定めるものとします。
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(i) 当社による本新株予約権の取得

① 当社は、行使期間開始日の前日までの間いつでも、当社が本新株予約権を取得

することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締役会が別途

定める日の到来日をもって、全ての本新株予約権を無償で取得することができ

るものとします。

② 当社は、当社取締役会が別途定める日の到来日をもって、非適格者以外の者が

有する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使の

もの全てを取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相

当する数の当社株式を交付することができます。

また、当社は、かかる取得がなされた日以降に、本新株予約権を有する者のう

ち非適格者以外の者が存在すると当社取締役会が認める場合には、上記の取得

がなされた日より後の当社取締役会が定める日の到来日をもって、当該者の有

する本新株予約権のうち当該当社取締役会が定める日の前日までに未行使のも

のを全て取得し、これと引換えに、本新株予約権 1 個につき対象株式数に相当

する数の当社株式を交付することができるものとし、その後も同様とします。

(j) 合併、吸収分割、新設分割、株式交換及び株式移転の場合の新株予約権の交付

本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

(k) 新株予約権証券の発行

本新株予約権に係る新株予約権証券は発行しません。

(l) その他

上記に定めるほか、本新株予約権の内容の詳細は、本新株予約権無償割当て決議にお

いて別途定めるものとします。
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＜参考資料＞

本プランにおける手続の流れの概要（ご参考資料）

取締役会の決議

（独立委員会の勧告を最大限尊重）

株主意思確認総会による

対抗措置発動等に関する決議

対抗措置発動等

 （新株予約権無償割当ての実施等）

＊発動事由充足等
⇒ 対抗措置発動等
の勧告（※1）

＊発動事由不充足等
⇒ 対抗措置不発動等
の勧告

＊発動承認等
⇒対抗措置発
動の取締役
会決議等

＊発動否決等
⇒対抗措置不
発動の取締
役会決議等

株主意思確認総会招
集の取締役会決議
（※2一定の場合）

対抗措置発動の
取締役会決議等

対抗措置不発動の
取締役会決議等

対抗措置不発動等

ルールを遵守する場合

買付者等から意向表明書を受領

買付説明書の様式を買付者等に交付

（意向表明書受領から 10営業日以内）

買付者等から買付説明書（追加的情報を含む）を受領

取締役会に対する

意見・代替案・情報等

の提供の要求

ル
ー
ル
を
遵
守
せ
ず
に

買
付
等
を
実
施
す
る
場
合

独立委員会による買付内容、事業計画、

代替案等の検討・買付者等との協議・交渉等

（原則 90日を上限とし、合計最大 30日まで延長可能）
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※1 独立委員会は、対抗措置（新株予約権無償割当て等）の発動事由のうち「発動事由その 2」の該

当可能性が問題となっている場合には、株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すことができま

す。上記のほか、独立委員会は、買付等について、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を害

するおそれがある場合、その理由を付して、株主総会を開催し買付者等の買付等に関する株主意

思の確認を行うこと等を勧告することもできるものとします。

※2 取締役会は、(i)独立委員会において、新株予約権の無償割当て等の実施に際して、株主総会の承

認を得るべき旨の留保を付した場合、若しくは買付者等の買付等に関する株主意思の確認を行う

ことを勧告した場合、又は(ii)「発動事由その 2」の該当可能性が問題となっており、かつ、取締

役会が、株主総会の開催に要する時間等を勘案した上で、善管注意義務に照らし、株主意思を確

認することが適切と判断する場合には、株主意思確認総会を招集し、株主の皆様の意思を確認す

ることができます。

本参考資料は、本プランについて、株主・投資家の皆様にわかりやすく説明するため、

本プランの内容を簡略化した上で図表形式でご説明するものです。したがって、本参考

資料の正確性、完全性等は保証されていないため、本プランの正確な内容については、

本書の本文をご参照いただきますようお願い致します。


